
運営費交付金債務及び当期振替額等の明細（法人）

(1)運営費交付金債務の増減の明細 （単位：円）

当期振替額

運営費交
付金収益

資産見返運
営費交付金

資本剰余金 小  計

0 0 0 0 0 301,751,375

0 0 0 0 0 137,761,472

0 0 0 0 0 171,127,247

2,423,204,000 2,268,989,941 19,915,866 0 2,288,905,807 134,298,193

2,423,204,000 2,268,989,941 19,915,866 0 2,288,905,807 744,938,287

(2)運営費交付金債務の当期振替額の明細

　27年度交付分　 （単位：円）

　―（業務達成基準を採用した業務は無い）

一般 5,142,000 ①期間進行基準を採用した業務：一般管理費のうち年間業務契約を行っている業務

労災 21,125,000 ②当該業務に係る損益等

雇用 152,405,000 ア）損益計算書に計上した費用の額： 一般勘定 4,891,921

小計 178,672,000 労災勘定 21,124,143

一般 0 雇用勘定 149,916,060

労災 0 計 175,932,124

雇用 0 ・一般勘定：（外部委託費：4,891,921）

小計 0 ・労災勘定：（外部委託費：21,124,143）

一般 0

労災 0

雇用 0

小計 0 イ）自己収入に係る収益計上額： 一般勘定 0

労災勘定 0

雇用勘定 0

計 0

・雇用勘定：（外部委託費：95,321,973、賃借料：4,182,789 、保守料：
20,037,883、消耗品費：4,831,299、通信費：1,250,633、減価償却費：
23,237,774、財務費用：1,053,709）

計 178,672,000

計 0

期間進
行基準
による
振替額

運営費交付
金収益

資産見返運
営費交付金

資本剰余金

業務達 資産見返運
営費交付金

0
成基準
による

資本剰余金 0
振替額

合  計 610,640,094

運営費交付
金収益

0

交付
年度

期首残高
交付金当期

交付額
期末残高

区　　分 勘    定 金　　額 内　　訳

平成24年度 301,751,375

平成25年度 137,761,472

平成26年度 171,127,247

平成27年度 0

平成27年度財務諸表

独立行政法人　労働政策研究・研修機構



一般 351,655,407 ①費用進行基準を採用した業務：期間進行基準を採用した業務以外の全ての業務

労災 81,004,223 ②当該業務に係る損益等

雇用 1,657,658,311 ア）損益計算書に計上した費用の額： 一般勘定 401,384,585

小計 2,090,317,941 労災勘定 82,077,568

一般 11,678,708 雇用勘定 1,677,502,154

労災 0 計 2,160,964,307

雇用 8,237,158

小計 19,915,866

一般 0

労災 0

雇用 0

小計 0

イ）自己収入に係る収益計上額： 一般勘定 49,138,078

労災勘定 0

雇用勘定 2,075,081

計 51,213,159

ウ）固定資産の取得額： 一般勘定 11,678,708

労災勘定 0

雇用勘定 8,237,158

計 19,915,866

・一般勘定：（建物：11,678,708）

・雇用勘定：（工具器具備品：1,521,288、ソフトウェア：6,715,870）

③運営費交付金の振替額の積算根拠 一般勘定 363,334,115

労災勘定 81,004,223

雇用勘定 1,665,895,469

計 2,110,233,807

0
第３期中期目標期間四年度目であることから、旧独立行政法人会計基準第81第3項
の規定に該当せず。

合  計 2,288,905,807

2,110,233,807

・一般勘定：（業務収入：48,865,871、財務収益（受取利息）:201,497、雑益：
70,710）

・雇用勘定：（財務収益（受取利息）:244,301、雑益：1,830,780)

・一般勘定:（費用401,384,585+資産取得11,678,708）-自己収入49,138,078-資産
見返負債戻入591,100=363,334,115

・労災勘定:費用82,077,568 - 自己収入0 - 資産見返負債戻入1,073,345 =
81,004,223

・雇用勘定:（費用1,677,502,154+資産取得8,237,158+固定資産除却損1）-自己収
入2,075,081-資産見返負債戻入17,793,311-貯蔵品11,848+ﾘｰｽ取引影響額
36,396=1,665,895,469

運営費交付金収入から自己収入で充当した経費相当額を除いた額を運営費交付金収
益に計上することとしている。

・一般勘定：（人件費：325,333,756、外部委託費：4,009,084、雑給：
21,095,162、諸謝金：8,924,190、図書印刷費：15,782,553、消耗品費:2,531,587､
賃借料：3,822,874、保守料：753,840、通信費：1,152,911、旅費交通費：
6,759,912、水道光熱費：2,632,957、修繕費：778,648、租税公課：2,831,126、減
価償却費：1,225,534、財務費用：18,366、雑損：2,896,160、その他：835,925）
・労災勘定：（人件費：46,809,597、諸謝金：6,246,100、図書印刷費：676,123、
賃借料：787,400、水道光熱費：11,543,144、消耗品費：1,734,819、保守料：
10,740、租税公課：4,329,650、外部委託費：6,286,412、修繕費：1,916,040、旅
費交通費：562,498、減価償却費：1,073,345、その他：101,700)
・雇用勘定：（人件費：859,101,068、外部委託費：259,028,735、雑給：
207,294,870、諸謝金：70,676,344、図書印刷費：60,902,546､消耗品費：
51,904,884､賃借料：6,031,128､保守料：12,921,509、通信費：9,671,506、旅費交
通費：35,864,586、水道光熱費：28,610,489、修繕費：6,299,933、租税公課：
22,653,424、減価償却費：22,866,866、財務費用：429,364、その他：23,244,902)

資本剰余金

計

旧会計基準第81第3項
による振替額

運営費交付
金収益

費用進

資産見返運
営費交付金

行基準

による

振替額

平成27年度財務諸表
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(3)運営費交付金債務残高の明細

（単位：円）

勘定 金額

　

0 　―（業務達成基準を採用した業務は無い）

一般 0

労災 0

雇用 0

小計 0

一般 71,117,643

労災 8,584,371

雇用 222,049,361

小計 301,751,375

　

0 　―　(業務達成基準を採用した業務は無い)

一般 0

労災 0

雇用 0

小計 0

一般 70,182,961

労災 8,535,713

雇用 59,042,798

小計 137,761,472

　

0 　―　(業務達成基準を採用した業務は無い)

一般 0

労災 0

雇用 0

小計 0

一般 61,829,291

労災 10,816,295

雇用 98,481,661

小計 171,127,247

平成26年度

業務達成基準を採用
した業務に係る分

期間進行基準を採用
した業務に係る分

○期間進行基準を採用した業務は、一般管理費のうち年間業務契約を行っている業
務である。
○年度計画の予定どおりに業務が進行したので、当該業務に充てられる運営費交付
金の計画額全額を収益化した。

○費用進行基準を採用した業務は、期間進行基準を採用した業務以外の全ての業務
である。
○運営費交付金債務残高の発生理由は、一般競争入札の積極的導入による入札差額
の発生、事業の効率化等による経費の削減に伴い、運営費交付金の収益化額が計画
を下回り、翌事業年度に繰り越したもの。

（注：運営費交付金の収益化については、自己収入を優先的に充てることとす
る。）
なお、中期計画で予定した、本事業年度に実施すべき業務については、計画どおり
に実施済みであり、業務の未達成による運営費交付金債務の翌年度への繰越額はな
い。

費用進行基準を採用

した業務に係る分

計 171,127,247

平成25年度

業務達成基準を採用
した業務に係る分

期間進行基準を採用
した業務に係る分

○期間進行基準を採用した業務は、一般管理費のうち年間業務契約を行っている業
務である。
○年度計画の予定どおりに業務が進行したので、当該業務に充てられる運営費交付
金の計画額全額を収益化した。

○費用進行基準を採用した業務は、期間進行基準を採用した業務以外の全ての業務
である。
○運営費交付金債務残高の発生理由は、人件費の削減等、一般競争入札の積極的導
入による入札差額の発生、事業の効率化等による経費の削減に伴い、運営費交付金
の収益化額が計画を下回り、翌事業年度に繰り越したもの。

（注：運営費交付金の収益化については、自己収入を優先的に充てることとす
る。）
なお、中期計画で予定した、本事業年度に実施すべき業務については、計画どおり
に実施済みであり、業務の未達成による運営費交付金債務の翌年度への繰越額はな
い。

費用進行基準を採用

した業務に係る分

計 137,761,472

平成24年度

業務達成基準を採用
した業務に係る分

期間進行基準を採用
した業務に係る分

○期間進行基準を採用した業務は、一般管理費のうち年間業務契約を行っている業
務である。
○年度計画の予定どおりに業務が進行したので、当該業務に充てられる運営費交付
金の計画額全額を収益化した。

○費用進行基準を採用した業務は、期間進行基準を採用した業務以外の全ての業務
である。
○運営費交付金債務残高の発生理由は、人件費の削減等、一般競争入札の積極的導
入による入札差額の発生、事業の効率化等による経費の削減に伴い、運営費交付金
の収益化額が計画を下回り、翌事業年度に繰り越したもの。

（注：運営費交付金の収益化については、自己収入を優先的に充てることとす
る。）
なお、中期計画で予定した、本事業年度に実施すべき業務については、計画どおり
に実施済みであり、業務の未達成による運営費交付金債務の翌年度への繰越額はな
い。

費用進行基準を採用

した業務に係る分

計 301,751,375

交付年度
運営費交付金債務残高

残高の発生理由及び収益化等の計画

平成27年度財務諸表
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0 　―　(業務達成基準を採用した業務は無い)

一般 0

労災 0

雇用 0

小計 0

一般 54,395,885

労災 6,952,777

雇用 72,949,531

小計 134,298,193

平成27年度

業務達成基準を採用
した業務に係る分

期間進行基準を採用
した業務に係る分

○期間進行基準を採用した業務は、一般管理費のうち年間業務契約を行っている業
務である。
○年度計画の予定どおりに業務が進行したので、当該業務に充てられる運営費交付
金の計画額全額を収益化した。

○費用進行基準を採用した業務は、期間進行基準を採用した業務以外の全ての業務
である。
○運営費交付金債務残高の発生理由は、一般競争入札の積極的導入による入札差額
の発生、事業の効率化等による経費の削減に伴い、運営費交付金の収益化額が計画
を下回り、翌事業年度に繰り越したもの。

（注：運営費交付金の収益化については、自己収入を優先的に充てることとす
る。）
なお、中期計画で予定した、本事業年度に実施すべき業務については、計画どおり
に実施済みであり、業務の未達成による運営費交付金債務の翌年度への繰越額はな
い。

費用進行基準を採用

した業務に係る分

計 134,298,193

平成27年度財務諸表

独立行政法人　労働政策研究・研修機構



運営費交付金債務及び当期振替額等の明細（一般勘定）

(1)運営費交付金債務の増減の明細 （単位：円）

当期振替額

運営費交
付金収益

資産見返運
営費交付金

資本剰余金 小  計

0 0 0 0 0 71,117,643

0 0 0 0 0 70,182,961

0 0 0 0 0 61,829,291

422,872,000 356,797,407 11,678,708 0 368,476,115 54,395,885

422,872,000 356,797,407 11,678,708 0 368,476,115 257,525,780

(2)運営費交付金債務の当期振替額の明細

　27年度交付分　 （単位：円）

　―（業務達成基準を採用した業務は無い）

①期間進行基準を採用した業務：一般管理費のうち年間業務契約を行っている業務

②当該業務に係る損益等

ア）損益計算書に計上した費用の額： 4,891,921

（外部委託費：4,891,921）

イ）自己収入に係る収益計上額： 0

①費用進行基準を採用した業務：期間進行基準を採用した業務以外の全ての業務

②当該業務に係る損益等

ア）損益計算書に計上した費用の額： 401,384,585

イ）自己収入に係る収益計上額： 49,138,078

ウ）固定資産の取得額： 11,678,708

③運営費交付金の振替額の積算根拠

運営費交付金収入から自己収入で充当した経費相当額を除いた額を運営費交付金収益に計上する
こととしている。

旧会計基準第81第3項
による振替額

0
第３期中期目標期間四年度目であることから、旧独立行政法人会計基準第81第3項の規定に該当せ
ず。

合  計 368,476,115

（人件費：325,333,756、外部委託費：4,009,084、雑給：21,095,162、諸謝金：8,924,190、図書
印刷費：15,782,553、消耗品費:2,531,587､賃借料：3,822,874、保守料：753,840、通信費：
1,152,911、旅費交通費：6,759,912、水道光熱費：2,632,957、修繕費：778,648、租税公課：
2,831,126、減価償却費：1,225,534、財務費用：18,366、雑損：2,896,160、その他：835,925）

による
資本剰余金 0

振替額

計 363,334,115

（業務収入：48,865,871、財務収益（受取利息）:201,497、雑益：70,710）

（建物：11,678,708）

（費用401,384,585+資産取得11,678,708）-自己収入49,138,078-資産見返負債戻入
591,100=363,334,115

運営費交付金
収益

351,655,407

費用進 資産見返運営
費交付金

11,678,708
行基準

による
資本剰余金 0

振替額

計 5,142,000

運営費交付金
収益

5,142,000

期間進 資産見返運営
費交付金

0
行基準

業務達 資産見返運営
費交付金

0
成基準

による
資本剰余金 0

振替額

運営費交付金
収益

0

平成25年度 70,182,961

平成26年度 61,829,291

平成27年度 0

計 0

交付
年度

期首残高
交付金当期

交付額
期末残高

平成24年度 71,117,643

合  計 203,129,895

区　　分 金　　額 内　　訳

平成27年度財務諸表
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(3)運営費交付金債務残高の明細 （単位：円）

0 　―（業務達成基準を採用した業務は無い）

0

71,117,643

0 　―　(業務達成基準を採用した業務は無い)

0

70,182,961

0 　―　(業務達成基準を採用した業務は無い)

0

61,829,291

平成26年度

業務達成基準を採用
した業務に係る分

期間進行基準を採用
した業務に係る分

○期間進行基準を採用した業務は、一般管理費のうち年間業務契約を行ってい
る業務である。
○年度計画の予定どおりに業務が進行したので、当該業務に充てられる運営費
交付金の計画額全額を収益化した。

○費用進行基準を採用した業務は、期間進行基準を採用した業務以外の全ての
業務である。
○運営費交付金債務残高の発生理由は、一般競争入札の積極的導入による入札
差額の発生、事業の効率化等による経費の削減に伴い、運営費交付金の収益化
額が計画を下回り、翌事業年度に繰り越したもの。

（注：運営費交付金の収益化については、自己収入を優先的に充てることとす
る。）
なお、中期計画で予定した、本事業年度に実施すべき業務については、計画ど
おりに実施済みであり、業務の未達成による運営費交付金債務の翌年度への繰
越額はない。

費用進行基準を採用

した業務に係る分

計 61,829,291

平成25年度

業務達成基準を採用
した業務に係る分

期間進行基準を採用
した業務に係る分

○期間進行基準を採用した業務は、一般管理費のうち年間業務契約を行ってい
る業務である。
○年度計画の予定どおりに業務が進行したので、当該業務に充てられる運営費
交付金の計画額全額を収益化した。

○費用進行基準を採用した業務は、期間進行基準を採用した業務以外の全ての
業務である。
○運営費交付金債務残高の発生理由は、人件費の削減等、一般競争入札の積極
的導入による入札差額の発生、事業の効率化等による経費の削減に伴い、運営
費交付金の収益化額が計画を下回り、翌事業年度に繰り越したもの。

（注：運営費交付金の収益化については、自己収入を優先的に充てることとす
る。）
なお、中期計画で予定した、本事業年度に実施すべき業務については、計画ど
おりに実施済みであり、業務の未達成による運営費交付金債務の翌年度への繰
越額はない。

費用進行基準を採用

した業務に係る分

計 70,182,961

交付年度 運営費交付金債務残高 残高の発生理由及び収益化等の計画

平成24年度

業務達成基準を採用
した業務に係る分

期間進行基準を採用
した業務に係る分

○期間進行基準を採用した業務は、一般管理費のうち年間業務契約を行ってい
る業務である。
○年度計画の予定どおりに業務が進行したので、当該業務に充てられる運営費
交付金の計画額全額を収益化した。

○費用進行基準を採用した業務は、期間進行基準を採用した業務以外の全ての
業務である。
○運営費交付金債務残高の発生理由は、人件費の削減等、一般競争入札の積極
的導入による入札差額の発生、事業の効率化等による経費の削減に伴い、運営
費交付金の収益化額が計画を下回り、翌事業年度に繰り越したもの。

（注：運営費交付金の収益化については、自己収入を優先的に充てることとす
る。）
なお、中期計画で予定した、本事業年度に実施すべき業務については、計画ど
おりに実施済みであり、業務の未達成による運営費交付金債務の翌年度への繰
越額はない。

費用進行基準を採用

した業務に係る分

計 71,117,643

平成27年度財務諸表

独立行政法人　労働政策研究・研修機構



0 　―　(業務達成基準を採用した業務は無い)

0

54,395,885

平成27年度

業務達成基準を採用
した業務に係る分

期間進行基準を採用
した業務に係る分

○期間進行基準を採用した業務は、一般管理費のうち年間業務契約を行ってい
る業務である。
○年度計画の予定どおりに業務が進行したので、当該業務に充てられる運営費
交付金の計画額全額を収益化した。

○費用進行基準を採用した業務は、期間進行基準を採用した業務以外の全ての
業務である。
○運営費交付金債務残高の発生理由は、一般競争入札の積極的導入による入札
差額の発生、事業の効率化等による経費の削減に伴い、運営費交付金の収益化
額が計画を下回り、翌事業年度に繰り越したもの。

（注：運営費交付金の収益化については、自己収入を優先的に充てることとす
る。）
なお、中期計画で予定した、本事業年度に実施すべき業務については、計画ど
おりに実施済みであり、業務の未達成による運営費交付金債務の翌年度への繰
越額はない。

費用進行基準を採用

した業務に係る分

計 54,395,885

平成27年度財務諸表

独立行政法人　労働政策研究・研修機構



運営費交付金債務及び当期振替額等の明細（労災勘定）

(1)運営費交付金債務の増減の明細 （単位：円）

当期振替額

運営費交
付金収益

資産見返運
営費交付金

資本剰余金 小  計

0 0 0 0 0 8,584,371

0 0 0 0 0 8,535,713

0 0 0 0 0 10,816,295

109,082,000 102,129,223 0 0 102,129,223 6,952,777

109,082,000 102,129,223 0 0 102,129,223 34,889,156

(2)運営費交付金債務の当期振替額の明細

27年度交付分　 （単位：円）

　―　(業務達成基準を採用した業務は無い)

①期間進行基準を採用した業務：一般管理費のうち年間業務契約を行っている業務

②当該業務に係る損益等

ア）損益計算書に計上した費用の額： 21,124,143

（外部委託費：21,124,143）

イ）自己収入に係る収益計上額： 0

①費用進行基準を採用した業務：期間進行基準を採用した業務以外の全ての業務

②当該業務に係る損益等

ア）損益計算書に計上した費用の額： 82,077,568

イ）自己収入に係る収益計上額： 0

③運営費交付金の振替額の積算根拠

費用82,077,568 - 自己収入0 - 資産見返負債戻入1,073,345 = 81,004,223

計 81,004,223
運営費交付金収入から自己収入で充当した経費相当額を除いた額を運営費交付金収益に計上するこ
ととしている。

旧会計基準第81第3項
による振替額

0
第３期中期目標期間四年度目であることから、旧独立行政法人会計基準第81第3項の規定に該当せ
ず。

合  計 102,129,223

（人件費：46,809,597、諸謝金：6,246,100、図書印刷費：676,123、賃借料：787,400、水道光熱
費：11,543,144、消耗品費：1,734,819、保守料：10,740、租税公課：4,329,650、外部委託費：
6,286,412、修繕費：1,916,040、旅費交通費：562,498、減価償却費：1,073,345、その他：
101,700)

による

資本剰余金 0振替額

運営費交付金
収益

81,004,223

費用進 資産見返運営費
交付金

0
行基準

による
資本剰余金 0

振替額

計 21,125,000

運営費交付金
収益

21,125,000

期間進 資産見返運営費
交付金

0
行基準

による
資本剰余金 0

振替額

計 0

運営費交付金
収益

0

業務達 資産見返運営費
交付金

0
成基準

区　　分 金　　額 内　　訳

平成24年度 8,584,371

平成25年度 8,535,713

平成26年度 10,816,295

交付
年度

期首残高
交付金当期

交付額
期末残高

平成27年度 0

合  計 27,936,379

平成27年度財務諸表

独立行政法人　労働政策研究・研修機構



(3)運営費交付金債務残高の明細 （単位：円）

0 　―　(業務達成基準を採用した業務は無い)

0

8,584,371

0 　―　(業務達成基準を採用した業務は無い)

0

8,535,713

0 　―　(業務達成基準を採用した業務は無い)

0

10,816,295

計 10,816,295

8,535,713

平成26年度

業務達成基準を採用
した業務に係る分

期間進行基準を採用
した業務に係る分

○期間進行基準を採用した業務は、一般管理費のうち年間業務契約を行ってい
る業務である。
○年度計画の予定どおりに業務が進行したので、当該業務に充てられる運営費
交付金の計画額全額を収益化した。

○費用進行基準を採用した業務は、期間進行基準を採用した業務以外の全ての
業務である。
○運営費交付金債務残高の発生理由は、一般競争入札の積極的導入による入札
差額の発生、事業の効率化等による経費の削減に伴い、運営費交付金の収益化
額が計画を下回り、翌事業年度に繰り越したもの。

（注：運営費交付金の収益化については、自己収入を優先的に充てることとす
る。）
なお、中期計画で予定した、本事業年度に実施すべき業務については、計画ど
おりに実施済みであり、業務の未達成による運営費交付金債務の翌年度への繰
越額はない。

費用進行基準を採用

した業務に係る分

平成25年度

業務達成基準を採用
した業務に係る分

期間進行基準を採用
した業務に係る分

○期間進行基準を採用した業務は、一般管理費のうち年間業務契約を行ってい
る業務である。
○年度計画の予定どおりに業務が進行したので、当該業務に充てられる運営費
交付金の計画額全額を収益化した。

○費用進行基準を採用した業務は、期間進行基準を採用した業務以外の全ての
業務である。
○運営費交付金債務残高の発生理由は、人件費の削減等、一般競争入札の積極
的導入による入札差額の発生、事業の効率化等による経費の削減に伴い、運営
費交付金の収益化額が計画を下回り、翌事業年度に繰り越したもの。

（注：運営費交付金の収益化については、自己収入を優先的に充てることとす
る。）
なお、中期計画で予定した、本事業年度に実施すべき業務については、計画ど
おりに実施済みであり、業務の未達成による運営費交付金債務の翌年度への繰
越額はない。

費用進行基準を採用

した業務に係る分

計

残高の発生理由及び収益化等の計画

平成24年度

業務達成基準を採用
した業務に係る分

期間進行基準を採用
した業務に係る分

○期間進行基準を採用した業務は、一般管理費のうち年間業務契約を行ってい
る業務である。
○年度計画の予定どおりに業務が進行したので、当該業務に充てられる運営費
交付金の計画額全額を収益化した。

○費用進行基準を採用した業務は、期間進行基準を採用した業務以外の全ての
業務である。
○運営費交付金債務残高の発生理由は、人件費の削減等、一般競争入札の積極
的導入による入札差額の発生、事業の効率化等による経費の削減に伴い、運営
費交付金の収益化額が計画を下回り、翌事業年度に繰り越したもの。

（注：運営費交付金の収益化については、自己収入を優先的に充てることとす
る。）
なお、中期計画で予定した、本事業年度に実施すべき業務については、計画ど
おりに実施済みであり、業務の未達成による運営費交付金債務の翌年度への繰
越額はない。

費用進行基準を採用

した業務に係る分

計 8,584,371

交付年度 運営費交付金債務残高

平成27年度財務諸表

独立行政法人　労働政策研究・研修機構



0 　―　(業務達成基準を採用した業務は無い)

0

6,952,777

計 6,952,777

平成27年度

業務達成基準を採用
した業務に係る分

期間進行基準を採用
した業務に係る分

○期間進行基準を採用した業務は、一般管理費のうち年間業務契約を行ってい
る業務である。
○年度計画の予定どおりに業務が進行したので、当該業務に充てられる運営費
交付金の計画額全額を収益化した。

○費用進行基準を採用した業務は、期間進行基準を採用した業務以外の全ての
業務である。
○運営費交付金債務残高の発生理由は、一般競争入札の積極的導入による入札
差額の発生、事業の効率化等による経費の削減に伴い、運営費交付金の収益化
額が計画を下回り、翌事業年度に繰り越したもの。

（注：運営費交付金の収益化については、自己収入を優先的に充てることとす
る。）
なお、中期計画で予定した、本事業年度に実施すべき業務については、計画ど
おりに実施済みであり、業務の未達成による運営費交付金債務の翌年度への繰
越額はない。

費用進行基準を採用

した業務に係る分

平成27年度財務諸表

独立行政法人　労働政策研究・研修機構



運営費交付金債務及び当期振替額等の明細（雇用勘定）

(1)運営費交付金債務の増減の明細 （単位：円）

当期振替額

運営費交
付金収益

資産見返運
営費交付金

資本剰余金 小  計

0 0 0 0 0 222,049,361

0 0 0 0 0 59,042,798

0 0 0 0 0 98,481,661

1,891,250,000 1,810,063,311 8,237,158 0 1,818,300,469 72,949,531

1,891,250,000 1,810,063,311 8,237,158 0 1,818,300,469 452,523,351

(2)運営費交付金債務の当期振替額の明細

　27年度交付分　 （単位：円）

　―　(業務達成基準を採用した業務は無い)

①期間進行基準を採用した業務：一般管理費のうち年間業務契約を行っている業務

②当該業務に係る損益等

ア）損益計算書に計上した費用の額： 149,916,060

イ）自己収入に係る収益計上額： 0

①費用進行基準を採用した業務：期間進行基準を採用した業務以外の全ての業務

②当該業務に係る損益等

ア）損益計算書に計上した費用の額： 1,677,502,154

イ）自己収入に係る収益計上額： 2,075,081

ウ）固定資産の取得額： 8,237,158

③運営費交付金の振替額の積算根拠

旧会計基準第81第3項
による振替額

0
第３期中期目標期間四年度目であることから、旧独立行政法人会計基準第81第3項の規定に該当せ
ず。

合  計 1,818,300,469

計 1,665,895,469

（財務収益（受取利息）:244,301、雑益：1,830,780)

（工具器具備品：1,521,288、ソフトウェア：6,715,870）

（費用1,677,502,154+資産取得8,237,158+固定資産除却損1）-自己収入2,075,081-資産見返負債戻
入17,793,311-貯蔵品11,848+ﾘｰｽ取引影響額36,396=1,665,895,469

運営費交付金収入から自己収入で充当した経費相当額を除いた額を運営費交付金収益に計上するこ
ととしている。

（人件費：859,101,068、外部委託費：259,028,735、雑給：207,294,870、諸謝金：70,676,344、
図書印刷費：60,902,546､消耗品費：51,904,884､賃借料：6,031,128､保守料：12,921,509、通信
費：9,671,506、旅費交通費：35,864,586、水道光熱費：28,610,489、修繕費：6,299,933、租税公
課：22,653,424、減価償却費：22,866,866、財務費用：429,364、その他：23,244,902)

による

資本剰余金 0振替額

運営費交付金
収益

1,657,658,311

費用進 資産見返運営費
交付金

8,237,158
行基準

（外部委託費：95,321,973、賃借料：4,182,789 、保守料：20,037,883、消耗品費：4,831,299、
通信費：1,250,633、減価償却費：23,237,774、財務費用：1,053,709）

による
資本剰余金 0

振替額

計 152,405,000

運営費交付金
収益

152,405,000

期間進 資産見返運営費
交付金

0
行基準

による
資本剰余金 0

振替額

計 0

運営費交付金
収益

0

業務達 資産見返運営費
交付金

0
成基準

平成27年度 0

合  計 379,573,820

区　　分 金　　額 内　　訳

期末残高

平成24年度 222,049,361

平成25年度 59,042,798

平成26年度 98,481,661

交付
年度

期首残高
交付金当期

交付額

平成27年度財務諸表

独立行政法人　労働政策研究・研修機構



(3)運営費交付金債務残高の明細 （単位：円）

0 　―　(業務達成基準を採用した業務は無い)

0

222,049,361

0 　―　(業務達成基準を採用した業務は無い)

0

59,042,798

0 　―　(業務達成基準を採用した業務は無い)

0

98,481,661

計 98,481,661

計 59,042,798

平成26年度

業務達成基準を採用
した業務に係る分

期間進行基準を採用
した業務に係る分

○期間進行基準を採用した業務は、一般管理費のうち年間業務契約を行ってい
る業務である。
○年度計画の予定どおりに業務が進行したので、当該業務に充てられる運営費
交付金の計画額全額を収益化した。

○費用進行基準を採用した業務は、期間進行基準を採用した業務以外の全ての
業務である。
○運営費交付金債務残高の発生理由は、一般競争入札の積極的導入による入札
差額の発生、事業の効率化等による経費の削減に伴い、運営費交付金の収益化
額が計画を下回り、翌事業年度に繰り越したもの。

（注：運営費交付金の収益化については、自己収入を優先的に充てることとす
る。）
なお、中期計画で予定した、本事業年度に実施すべき業務については、計画ど
おりに実施済みであり、業務の未達成による運営費交付金債務の翌年度への繰
越額はない。

費用進行基準を採用

した業務に係る分

222,049,361

平成25年度

業務達成基準を採用
した業務に係る分

期間進行基準を採用
した業務に係る分

○期間進行基準を採用した業務は、一般管理費のうち年間業務契約を行ってい
る業務である。
○年度計画の予定どおりに業務が進行したので、当該業務に充てられる運営費
交付金の計画額全額を収益化した。

○費用進行基準を採用した業務は、期間進行基準を採用した業務以外の全ての
業務である。
○運営費交付金債務残高の発生理由は、人件費の削減等、一般競争入札の積極
的導入による入札差額の発生、事業の効率化等による経費の削減に伴い、運営
費交付金の収益化額が計画を下回り、翌事業年度に繰り越したもの。

（注：運営費交付金の収益化については、自己収入を優先的に充てることとす
る。）
なお、中期計画で予定した、本事業年度に実施すべき業務については、計画ど
おりに実施済みであり、業務の未達成による運営費交付金債務の翌年度への繰
越額はない。

費用進行基準を採用

した業務に係る分

平成24年度

業務達成基準を採用
した業務に係る分

期間進行基準を採用
した業務に係る分

○期間進行基準を採用した業務は、一般管理費のうち年間業務契約を行ってい
る業務である。
○年度計画の予定どおりに業務が進行したので、当該業務に充てられる運営費
交付金の計画額全額を収益化した。

○費用進行基準を採用した業務は、期間進行基準を採用した業務以外の全ての
業務である。
○運営費交付金債務残高の発生理由は、人件費の削減等、一般競争入札の積極
的導入による入札差額の発生、事業の効率化等による経費の削減に伴い、運営
費交付金の収益化額が計画を下回り、翌事業年度に繰り越したもの。

（注：運営費交付金の収益化については、自己収入を優先的に充てることとす
る。）
なお、中期計画で予定した、本事業年度に実施すべき業務については、計画ど
おりに実施済みであり、業務の未達成による運営費交付金債務の翌年度への繰
越額はない。

費用進行基準を採用

した業務に係る分

計

交付年度 運営費交付金債務残高 残高の発生理由及び収益化等の計画

平成27年度財務諸表

独立行政法人　労働政策研究・研修機構



0 　―　(業務達成基準を採用した業務は無い)

0

72,949,531

○期間進行基準を採用した業務は、一般管理費のうち年間業務契約を行ってい
る業務である。
○年度計画の予定どおりに業務が進行したので、当該業務に充てられる運営費
交付金の計画額全額を収益化した。

○費用進行基準を採用した業務は、期間進行基準を採用した業務以外の全ての
業務である。
○運営費交付金債務残高の発生理由は、一般競争入札の積極的導入による入札
差額の発生、事業の効率化等による経費の削減に伴い、運営費交付金の収益化
額が計画を下回り、翌事業年度に繰り越したもの。

（注：運営費交付金の収益化については、自己収入を優先的に充てることとす
る。）
なお、中期計画で予定した、本事業年度に実施すべき業務については、計画ど
おりに実施済みであり、業務の未達成による運営費交付金債務の翌年度への繰
越額はない。

費用進行基準を採用

した業務に係る分

平成27年度

業務達成基準を採用
した業務に係る分

期間進行基準を採用
した業務に係る分

計 72,949,531

平成27年度財務諸表

独立行政法人　労働政策研究・研修機構


